
   

６．小型無人航空機の現状と監視通信における今後の展望 

監視通信領域 ※河村 暁子, 二ッ森 俊一, 森岡 和行, 米本 成人 

1 はじめに 

近年，無人航空機を民生利用する動きが活発

になっている。そのなかでも特に小型無人航空

機を，空撮，測量，物流，農薬散布などの目的

で用いる試みが急速に進んでいる[1]。そもそ

も，日本では 30 年以上前から農薬散布用無人

ヘリコプタが広く利用されてきた[2]。ただし，

これは主に水田の上空数メートルを飛行させる，

低高度かつ無人地帯に限定された運用として完

結していた。一方，昨今の小型無人航空機ブー

ムの中心にあるマルチコプタ機（通称ドロー

ン）は，機体の姿勢を安定させる小型ジャイロ

センサの高性能化，リチウムポリマバッテリの

進化・低コスト化などを背景に，従来よりも構

造や扱いが簡単な新しい形の機体として誕生し，

空撮，測量など農薬散布機より広い範囲を飛行

する用途が期待されている[1]。このような流

れを受け，2015 年末に航空法の改正[3]が行わ

れ，人口密集地帯や空港周辺での飛行の禁止，

目視内での操縦，高度 150 メートル以下の飛行

などがルール化された。 

小型無人航空機の利用が加速する一方で，と

くに低高度を飛行し場外離着陸場への降下を行

うヘリコプタを中心とした有人航空機と無人航

空機のニアミス事案が発生している。国内では

2016 年度末までに 5 件発生[4]，米国では航空

機パイロットから飛行中に小型無人航空機を視

認したとの報告が毎月 150 件以上 FAA（米国

連邦航空局）へ寄せられている[5]。 

本稿では，小型無人航空機の監視に関する現

状と，小型無人航空機‐有人航空機の間の衝突

を回避する手段として開発されている小型無人

機向けトランスポンダを紹介し，その課題や今

後の展望について述べる。 

 

2 小型無人航空機の監視の現状 

小型無人航空機は，オペレータがプロポを手

に持ち目視できる範囲で機体を飛行させるのが，

前述の改正航空法における基本的な飛行形態で

ある。機体の操縦は，無線通信を用いた遠隔操

作によって行うが，機体の姿勢のほかに高度や

位置も機上のセンサを利用して自動的に制御す

ることができる。一般的に，飛行している機体

の位置や姿勢，バッテリ残量等の情報は機体と

オペレータ間の通信を介してオペレータに届く。 

現時点において小型無人航空機は，機体とオ

ペレータの組み合わせごとに独立しており，そ

れぞれオペレータが自機を独自に監視している。

よって，有人航空の管制システムに相当するよ

うな，近い空域を飛行する複数の機体の運航

（運行）を一元的に管理するシステムは存在し

ていない。さらに，無人航空機のオペレータ自

身にとっても，周囲の無人航空機や有人航空機

の飛行状況を知る手段は目視以外ほぼない。 

将来に向け，小型無人航空機の運行システム

として，米国 NASA で UTM (Unmanned aircraft 

systems Traffic Management）の研究が始まって

いる。ここでは，管制官に相当する人間に代

わってコンピュータが自動的に小型無人航空機

の運行を管理しクラウド上に情報を集約するこ

とを提案している[6]。そのイメージを図 2 に

示す。国内でも，昨年 8 月に JUTM（一般財団

法人 日本無人機運行管理コンソーシアム）が

発足し，小型無人航空機の飛行を制御通信に用

いる周波数の利用調整と併せて管理するシステ

 

 

図 1. 小型無人航空機の外観 

（弊所所有実験用マルチコプタ） 



   

 

ムの検討が開始された[7][8]。また，世界各国

で提案される新たな小型無人航空機向け運行管

理システム同士を接続することを目的に

GUTM(Global UTM)と呼ばれる団体も昨年設立

された。 

 

前述の無人機運行システムは，衝突につなが

るコンフリクトの発生率を下げることはできる

が，数十秒後に迫る衝突危機を最終段階で回避

する目的には適さない。有人航空における

TCAS （ Traffic alert and Collision Avoidance 

System：空中衝突防止装置，ACAS ともいう）

に相当するような，衝突危機にある 2 機が互い

に通信を行い相手機の位置を推定し，さらにそ

れぞれの回避方向を自動で判断する，小型無人

航空機向け衝突回避システムは様々な研究開発

が行われている[9-11]。しかし，信頼性が確認

され実用化された製品はまだない。そもそも，

小型無人航空機は固定翼型，回転翼型（ヘリ型，

マルチコプタ型）と種類が多岐にわたり，機体

の動態性能もそれぞれ異なる。そのため，例え

ば対向する 2 機が回避方向を自動で判断するよ

うな装置の開発は原理的に非常に難しいといえ

る。 

 

3 小型無人航空機向けトランスポンダ 

 小型無人航空機の業界においても，冒頭に述

べた有人航空機とのニアミス事案は重要な課題

として受け止められている[12]。その解決策の

ひとつとして，小型無人航空機に ATC トラン

ス ポ ン ダ や ADS-B （ Automatic Dependent 

Surveillance-Broadcast：放送型自動従属監視）

を搭載することが提案されている。また，世界

最大のマルチコプタの販売シェアを誇る DJI 社

は，自社の新型産業用ドローン MATRICE 200

に ADS-B 受信機（IN）を標準搭載することを

発表している[13][14]。 

 

 有人航空機に通常使用される，ATC トラン

スポンダと ADS-B[15]はいずれも 1090 MHz の

パルス位置変調波によって航空機から自機の識

別符号等を発する。（ADS-B は 1090 MHz 拡張

スキッタ以外に VDL モード４など他の周波数

媒体でも実現されている）しかし ATC トラン

ス ポ ン ダ は ， 地 上 の SSR （ Secondary 

Surveillance Radar：二次監視レーダ）の質問信

号に対する応答信号を主とし，その方位と遅延

を用いて地上側から機体の位置を推定するのに

対して，ADS-B は GPS（GNSS）による自機位

置（緯度経度など）を自ら放送する。ADS-B

 

 

図 2. Kopadekar らによる UTM 構想（[6]より） 



 

は ATC トランスポンダの付加機能の一つに位

置付けられている。これらの装置の基本機能は

管制官が参考とするレーダ画面を描くための情

報を地上へ送信し，二次元的に或る空域に存在

する航空機をすべて
．．．

把握できるようにすること

である。さらに，ATC トランスポンダを衝突

防止装置へ拡張した機上装置が TCAS，ADS-B

を同様に拡張したものは ACAS-X（無人航空機

用は ACAS－Xu：ただし対象は大型無人航空

機）と呼ばれ，現在実証段階にある[16-18]。 

 有人航空で最も一般的な ADS-B は送信機の

みをもつ ADS-B OUT であり，機上で他機の

ADS-B 信号を受信できる受信機（IN）も持つ

機体は比較的少なく，日本国内ではほぼ使われ

ていないのが現状である。 

 

図 3 は，現在入手できる無人航空機向けの

1090MHz Mode S トランスポンダおよび ADS-B

送受信機（ IN＆OUT）である。アンテナ，

バッテリ，コネクタを除く本体のサイズはマッ

チ箱より一回り小さく（25 mm x 39 mm x 12 

mm），重量は 20 g である。表 1 に近年発売さ

れた，無人航空機向け ADS-B 送信機を含む代

表的な装置の仕様を転載する[19][20]。 

 また，ここで示した装置以外にも，主にグラ

イダーやマイクロプレーン向けに開発された低

出力トランスポンダとして米国では TABS

（Traffic Awareness Beacon System）[21]，欧州

では FLARM [22]などがある。また，国内では

GPS で取得した自機位置を衛星電話回線経由

で運航者へ伝える，小型航空機運航者向け動態

監視装置 FOSTER-copilot [23]などがあり，こ

れらを小型無人航空機へ応用する案も出されて

いる。いずれの装置も，小型，バッテリ駆動が

可能で，コックピットや地上にて周囲の機体の

位置や自機からみた方位等が把握できる。 

 

4 課題  

 前章にて，小型無人機業界が有人機とのニア

ミス対策，またさらに無人航空機同士の衝突を

回避するねらいで ATC トランスポンダの搭載

に注目していることを述べた。しかしながら，

いずれの装置も送信機を含む場合には電波を発

表 1. 小型無人航空機用 ADS-B 送信機の仕様 

 

製品 

（メー

カ） 

Ping1090 

(uAvionix) 

Ping20s 

(uAvionix) 

MXS 

(Sagetech) 

Trans-

ponder 
なし 

あり 

Mode S 

あり 

Mode S 

ADS-B 送信 送信 送受信 

寸法 
25x39x12 

mm
3
 

25x40x13 

mm
3
 

84x64x16 

mm
3
 

重量  20 g 15 g 150 g 

受信 
1090/978 

MHz 
1030MHz 1030MHz 

送信 1090MHz 1090MHz 1090 MHz 

出力 20 W 20 W 250 W 

 

アンテナ
GPS

ADS-B
送受信機

無人航空機
制御装置

 

(a) ADS-B In & Out（送受信機） 

アンテナ

トランスポンダ＋
ADS-B送受信機

 

(b) ModeS トランスポンダ・ADS-B 複合機 

図 3. 小型無人航空機用トランスポンダ 



   

 

する機器であることから，装置には電波法にお

ける無線局免許，運用者には無線従事者免許が

必要となる。特に，海外で普及している

FLARM，TABS 等は，信号周波数がそれぞれ

868 MHz, 1090/978 MHz と日本では既に他用途

で使用されている帯域のため利用できる可能性

が低い。 

 また，小型無人航空機コミュニティにおいて

は ADS-B の搭載によるニアミス問題解決への

期待が非常に大きい。一方で，位置など小型無

人機用の ADS-B 装置が放送する情報の信頼性， 

相手となる有人航空機（特に低高度を飛行する

VFR 機：有視界飛行機）における ADS-B 搭載

率の問題，電磁干渉問題，電波法における問題，

識別符号の割当て方に関する問題，など超える

べき課題がいまだ多く存在する。小型無人航空

機が ADS-B 受信機を搭載し周囲を飛行する航

空機の情報を得るためには，周囲の航空機が

ADS-B 送信機を搭載していることが前提にな

る。しかし，小型無人航空機と交錯する可能性

のある有視界飛行を主とする小型航空機，とく

にヘリコプタの ADS-B 送信機搭載率は極めて

低い。既に 2020 年に ADS-B 送信機の搭載義務

化を決定している米国でも，ヘリコプタの

ADS-B 送信機と受信機の搭載率はそれぞれ

5%, 2% である[24]。よって，小型無人航空機

に ADS-B を搭載しても，現状ではセパレー

ション設定やコンフリクト回避，衝突回避の助

けにならない。ADS-B はなりすましや受信

データの信頼性の問題があり，それ単独で地上

から航空機の位置を把握するシステムとしては

成り立たない。また，特に機体の価格規模が小

さいヘリコプタをはじめとする小型航空機オー

ナーにとっては ADS-B 搭載にかかる改修費の

負担が大きく普及が進まない現状がある。さら

に，表１に示した通り，従来の ATC トランス

ポンダ・ADS-B に比べ小電力とはいえ 20 W の

出力がある装置を搭載した小型無人航空機が複

数機，近接して飛行する環境において，信号伝

搬環境の確認や，従来の有人航空が使用するシ

ステムへの干渉の有無を確認する必要がある。 

 

 航空機同士の衝突を回避する監視装置は，有

人機における ATM トランスポンダの搭載が義

務化されているように，同じ空域を飛行するす

べての機体が同一の目的の装置を搭載しなけれ

ば効果がない。たとえば，レーダに映る機体

（搭載機）と映らない機体（非搭載機）が同じ

空域を飛行するならば，資金を投資し自機に装

置を搭載しても安全が確保されないことになり，

搭載への動機づけが起こらない。 

 

5 おわりに 

小型無人航空機とヘリコプタを中心とした有

人航空機とのニアミス事案が発生していること

に対して，本報告では，無人機側に ADS-B を

搭載することへの期待が高まっていることを紹

介し，それに対する課題を述べた。 

 

ADS-B は，自発的に自機位置を放送し続け

ること，他の航空情報や気象情報を幅広く受け

取れることなど，利点が多くある。よって，先

進技術に敏感な小型無人航空機コミュニティが

これに注目したのは自然な流れといえる。しか

しながら，現状では，小型無人航空機と飛行空

域が近い小型有人航空機は，対応できる機器の

搭載が進んでいないために，衝突回避・コンフ

リクト回避の効果はほとんど得られない。今後，

機上の人の有無に関係なく，近い空域を飛行す

る航空機同士が同じ視点で監視機器の搭載につ

いて議論し，また共通の仕様を定めていくこと

が重要である。 
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